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 かんぽ生命の植平でございます。

 本日は、お忙しいところご参加いただき、誠にありがとうございます。

 はじめに、2018年3月期決算についてご説明し、その後、中期経営計画のご説
明をさせていただきます。

 3ページをご覧ください。
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 始めに、2018年3月期決算の概要について、ご説明いたします。

 財務会計ベースでは、経常利益は、マーケットが安定的に推移したことによるキ
ャピタル損益の改善等により、3,092億円となり、前期比+10.5%となりました。

 また、当期純利益は、無配当特約の増加による契約者配当準備金繰入額の減
少等により、民営化以降、最高の1,044億円となり、前期比+17.9%となりました。

 通期業績予想比でも、経常利益・当期純利益ともに、120％を超える順調な結果
となっています。

 経済価値ベースでは、EV・新契約価値ともに、大きな改善を示しました。

 特に新契約価値については、機動的に保険料改定を実施したこと、お客さまニ
ーズを捉え、保障重視の営業に取り組んだこと等により、過去最高の2,267億円

となり、新契約価値を保険料の収入現価で割った新契約マージンについても、
過去最高の5.5%となりました。

 1株当たりの配当は、良好な業績を踏まえ、普通配当64円に特別配当4円を加え
、68円に増配いたしました。

 この結果、配当性向は前中計では「30～50%程度」と定めておりましたが、3年間
を通じて40%程度で推移し、普通配当を1株につき毎年4円ずつ引き上げ、安定
的な株主還元を実現しました。

 4ページをご覧ください。
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 ここでは、連結財務諸表の要約をお示ししています。

 左側の連結損益計算書をご覧ください。

 経常収益、経常費用ともに減少していますが、資産運用費用や事業費の減少が寄
与し、経常利益は3,092億円となり、前期比294億円増加しました。

 当期純利益は、契約者配当準備金繰入額が減少したこと等により、1,044億円とな
り、前期比158億円増加しました。

 右側の連結貸借対照表をご覧ください。

 資産・負債については、保有契約の減少に伴い、減少傾向が継続しています。

 純資産については、安定的な利益確保による利益剰余金の積上げと、比較的良好
な市場環境による株価や為替の堅調な推移の結果、2兆31億円となり、前期末比
1,499億円増加しました。

 5ページをご覧ください。
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 次に、新契約の状況について、ご説明いたします。

 左側のグラフをご覧ください。

 個人保険の新契約年換算保険料は、過去増加基調にありましたが、2018年3月期は、
保険料改定の影響等により、前期比25.9%減の3,762億円となりました。

 右側のグラフをご覧ください。

 一方、第三分野の新契約年換算保険料は、引き続き、増加傾向にあり、2018年3月期
は、特約改定や、保障ニーズを重視した営業強化等の効果が現れ、前期比+6.2%増
の592億円となり、過去最高の水準を記録しました。

 今後、保障重視の販売スキルの更なる向上を図り、販売量の拡大に努めてまいりま
す。

 6ページをご覧ください。
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 ここでは、保有契約年換算保険料の推移を、新旧区分別にお示ししています。

 左側のグラフをご覧ください。

 個人保険の保有契約年換算保険料は、減少基調にあるものの、減少幅は縮小しており、
2018年3月末で4兆8,595億円となりました。

 右側のグラフをご覧ください。

 一方、第三分野の保有契約年換算保険料は、減少傾向にありましたが、2018年3月末に
おいて、前期末比+2.0％増の7,509億円となり、底打ち反転しました。

 更に、区分別のウェイトにおいては、個人保険については2016年3月末から、第三分野に
ついては2018年3月末から、新区分が旧区分を上回る結果となっております。

 7ページをご覧ください。



 資産運用の状況について、ご説明いたします。

 左の表の収益追求資産の行をご覧ください。

 ALMを基本としつつ、昨今の超低金利環境を踏まえ、運用資産の多様化を進めて
きた結果、株式・外国債券などの収益追求資産の残高は9.4兆円、総資産比で
12.3%まで拡大しました。

 これにより、前中計において、保有割合を10％程度に引き上げるとしていた見込み
を、大きく上回る結果となりました。

 右の表の順ざや・利回りをご覧ください。

 平均予定利率・利子利回りはともに低下していますが、その差である順ざや
は前期と同水準となっており、658億円の利差益を確保しました。

 また、売却損益やヘッジコスト等の合計額であるキャピタル損益は、191億円の損

失となりましたが、金利や為替などマーケット変動の影響を受けた前期から大きく
改善しています。

 運用収益力の向上や資産運用の多様化を推進するため、引き続き、外部人
材の継続的な採用等を含めた運用態勢の強化に取り組んでまいります。

 8ページをご覧ください。
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 健全性の状況について、ご説明いたします。

 左側の内部留保の表をご覧ください。

 経営環境の変化に伴うリスクに備え、危険準備金2兆1,143億円、価格変動準備
金9,167億円を積み立てています。

 将来の逆ざや等を補う目的で積み立てている追加責任準備金は5兆9,304億
円となりました。

 また、必要な責任準備金の水準を見直した結果、当社が引き受けた一時払年金保
険契約を対象に、追加で170億円を積み立てています。

 なお、前期末対比の金額については、この表の一番右側の列に記載しております
。

 右側のソルベンシー・マージン比率、格付の状況をご覧ください。

 連結ソルベンシー・マージン比率、ESR、信用格付のいずれも、他社との比較
において遜色ない水準にあり、高い健全性を有していると考えております。

 9ページをご覧ください。



 EVの変動要因について、ご説明いたします。

 2018年3月末のEVについては、2017年3月末の調整後EV（3兆3,196億円）から、4,236
億円増加して3兆7,433億円となっています。

 この増加分のうち、寄与度が最も高いのは新契約価値の2,267億円となっており、これ
は超低金利環境に対応した、2017年4月の保険料改定の効果がしっかり現れていると
考えております。

 EVの変動要因から「経済前提と実績の差異」を除いた値である、「経済前提一定」の
RoEVについては、9.9%となり、中長期的な目途としている年平均6～8%の水準を上回
る成長ペースとなっています。

 また、新契約価値を保険料の収入現価で割った新契約マージンは、5.5%と、マイナス
金利導入前の水準を上回り、かつ過去最高水準となりました。

 10ページをご覧ください。
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 2019年3月期の連結業績予想について、ご説明いたします。

 2019年3月期の当期純利益については、保有契約の減少に加えて長期にわた
る金利低下の影響により、880億円と予想しています。

 2019年3月期の期末配当につきましては、普通配当を1株につき4円増配し、1
株当たり68円とする予定です。

 株主配当については、今後の利益見通し、財務の健全性を考慮しつつ、2021
年3月期の1株当たり配当金76円を目指して、1株当たり配当金の安定的な増
加を目指してまいります。

 次ページをご覧ください。
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 続いて、中期経営計画について、ご説明いたします。

 12ページをご覧ください。
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 始めに、中期経営計画のコンセプトについて、ご説明いたします。

 当社は、「簡易な手続きで、国民の基礎的生活手段を保障する」という社会的使命を

引き継ぎ、左側の「民営化以降」の欄に記載のとおり、前中計までの間に、「経営基

盤整備」、「新契約ベースでの拡大」を目指して、日本郵便と一体となった営業推進

態勢整備や営業人材育成、貯蓄性商品、高齢者サービスの充実、事務システム態

勢整備等の戦略に取り組んでまいりました。

 本中計では、前中計の取り組みを受け、下段に記載の「お客さま本位の業務運営の

徹底」、「持続的な成長の実現」、「事業運営における健全性の確保」の3つの考え方

を経営の基本に据えて、上段に記載の「超低金利環境における販売・資産運用両面

での収益向上」と「保有契約年換算保険料の反転・成長」を2つの大きな柱に取り組

んでまいります。

 これら2つの大きな柱の実現に向けて、今後3年間で、後ほどご説明いたします中計

の戦略・施策を確実に実行し、5～10年後の将来に、更にこのビジネスモデルを高度

化し、成長させていきたいと考えています。

 13ページをご覧ください。
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 次に、本中計の3つの主要定量目標について、ご説明いたします。

 1つ目のトップラインについては、前中計では、新契約月額保険料を目標としており

ましたが、本中計では、保有契約ベースでの成長を目指していくことをより明確に
示すため、保有契約年換算保険料を目標とすることに変更いたしました。

 具体的には、新契約の確保に加えて、募集品質の向上と契約維持の強化によっ
て、失効や解約を抑制することにより、2020年度には保有契約年換算保険料を4.9
兆円まで反転・成長させていきます。

 2つ目のボトムラインについては、前中計では、当期純利益を目標としておりました
が、株主重視の姿勢をより明確に示すため、1株当たり当期純利益へ変更し、2020
年度に155円としております。

 最後の株主還元については、前中計では、配当性向を目標としておりましたが、株
主の期待に確実に応えていくため、1株当たり配当額に変更することとし、2020年
度に76円としております。

 この結果、配当性向については、中期経営目標の達成を前提とした場合、2020年
度で49.0%になると見込んでおります。

 14ページをご覧ください。
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 ここでは、先ほどご説明いたしました中計の2つの大きな柱を実現するための主要
戦略について、ご説明いたします。

 現在、超高齢社会の到来や、ICTの進化、超低金利の継続など、様々な外部環境

が変化する中、毎年発生する満期契約などによる減少が、新契約を上回った結
果、20年以上の間、保有契約の減少が継続しています。

 しかし、民営化以降、日本郵便と一体となった営業活動の強化により、保有契約の
減少幅が徐々に縮小してきました。

 こうした状況下において、まず1つ目の営業・商品戦略については、中計における

最大のテーマである「保有契約年換算保険料の反転・成長」を実現するため、営業
社員のスキル向上を図ることなどによる保障重視の販売の強化、契約維持の評価
の導入などによる募集品質の向上、未加入・青壮年などの新たな顧客層の開拓、
保障性商品の多様化を図るための新商品開発、新営業用端末の導入などによる
営業基盤の整備に、全力で取り組んでまいります。

 2つ目の事務サービス戦略については、デジタル技術を活用した請求手続きなど
ICT活用によるお客さまサービス向上に取り組むとともに、サービスセンター帳票の
電子化など事務の効率化を進めていきます。

 3つ目の資産運用戦略については、ALMを基本としつつ、資産運用の多様化を推

進するとともに、リスク管理の高度化に取り組み、財務の健全性を確保しつつ、運
用の収益性向上を目指していきます。

 中計の3年間でこれらの戦略を確実にやり遂げることで、10年後の将来展望とし
て、2027年度に保有契約年換算保険料5.5兆円を目指してまいります。

 15ページをご覧ください。



15

 ここでは、営業・商品戦略について、詳細をご説明いたします。

 左のグラフをご覧ください。当社の商品別新契約件数占率の推移を見ると、超低金利の影響
により、貯蓄性商品としての魅力が低下する中、保障性商品の販売に注力した結果、2017年
度は保障性の強い商品の占率が5割を超えており、当社商品に対するお客さまニーズが保
障性商品にシフトしてきていると考えております。

 右の表をご覧ください。こうした状況を踏まえた営業・商品戦略の具体的な施策として、まず1

つ目の「保障重視の販売の強化」については、営業社員に対するきめ細かい研修等により、
お客さまのご要望に沿った提案ができるよう営業社員のスキルの向上に取り組んでまいりま
す。

 2つ目の「募集品質の向上」については、募集資料の分かりやすさの徹底を図るとともに、営

業社員の評価基準に契約継続率の評価を導入するなどの総合的な対策を併せて実施する
ことにより、これまで以上にお客さまとの関係強化を図り、お客さまからの信用・信頼を引き上
げてまいります。

 3つ目の「新たな顧客層の開拓」については、主力のお客さまである高齢者に加えて、未加入
者・青壮年層などの開拓や職域営業の強化を図ってまいります。

 4つ目の「新商品開発」については、青壮年層を含めたお客さまのニーズに十分こたえられる

よう、第三分野などの保障性商品の開発・充実を目指してまいります。その結果、営業社員
の販売スキル向上効果等と合わせて、第三分野の新契約年換算保険料を、過去最高であっ
た2017年度の水準（592億円）から、この中計期間中に20%超拡大させることとしております。

 最後の「営業基盤の整備」については、新営業用端末の導入などシステム面での営業支援を
強化させるとともに、日本郵便と協力して、郵便局の渉外社員を1.8万人に増員し、営業の基
盤づくりに資することとしたいと考えております。

 これらの取り組みを推進することにより、保有契約年換算保険料の反転・成長を目指してま
いります。

 16ページをご覧ください。
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 ここでは、事務サービス戦略について、詳細をご説明いたします。

 資料の中段をご覧ください。お客さまサービスの向上を目指し、募集人が携行してい
る営業用携帯端末による画面告知・自動査定システムの導入や、Web等を通じた各
種請求の受付など、ICTの活用により、お客さまにご満足いただける、質の高いサー
ビスの提供に取り組んでまいります。

 加えて、バックオフィス事務の効率化に向けて、事務量の削減に取り組んでまいりま
す。

 右のグラフをご覧ください。当社においては、お客さまから受け付けた各種ご請求を
処理するため、サービスセンターに約5,000人の社員を配置しています。

 これまで、保険金支払いなどの事務のデジタル化・ペーパーレス化を進めてきました
が、契約保全など一部に手作業領域が残っており、中計期間中にRPAの活用による
入力作業の自動化・省力化や各種帳票の電子化を進めてまいります。

 これらの取り組みに加えて、既存事務の改善などによる事務効率化策も合わせて、
バックオフィスに係る業務量を2割程度削減し、人員換算で約1,000人分、コスト換算
で約30億円分の効率化効果を見込んでいます。

 この人員減は、契約社員を含めた採用抑制で500人程度の自然減を見込んでおり、
差分の500人については、事務領域から、お客さまサービスの向上につながる新領
域や営業支援などの強化領域へ配置することを検討しています。

 下の表は、中計期間中の投資計画です。競争力のある経営基盤の確立を目的とし
て、システム投資を中心に、3年間で約1,500億円を計画しております。

 17ページをご覧ください。



17

 ここでは、資産運用戦略について、詳細をご説明いたします。

 資料の左側をご覧ください。当社は、ERMのフレームワークの下、リスク管理の高

度化の取り組みにより、「リスク対比のリターン向上」、「資本効率向上」、「財務の
健全性維持」の実現を目指しています。

 こうしたERMのフレームワークに基づき、資産運用については、ALMを基本としつ

つ、リスク選好方針に基づき、リスク許容度の範囲で、資産運用の多様化を着実に
進め、運用の収益性向上を目指してまいります。

 資料の右側をご覧ください。その結果、リスクバッファーの範囲で外国債券や国内
外株式、オルタナティブ投資などの収益追求資産に配分し、総資産に占める収益
追求資産の割合は、（2017年度12.3%から）2020年度に15%程度まで増加すると見
込んでおります。

 なお、オルタナティブ投資については、中計期間中に総資産の1.5%程度まで残高
を積み上げることとしています。

 18ページをご覧ください。



 ここでは、人材戦略について、ご説明いたします。

 中計においては、働き方改革を全社施策として展開し、本社とフロントラインの積
極的な人事交流等を通じて、コミュニケーションの充実を図り、チームJPが一丸と
なって、経営課題を共有できる風通しのよい組織づくりを推進してまいります。

 これらの働き方改革を通じて、単なる残業の削減だけでなく、マネジメント力を強化
し、付加価値を生み出す自律型人材を育成することで、生産性の向上につなげて
いくとともに、同時に社員一人ひとりが自己実現と働きがいを感じ、生き生きと活躍
できる環境を実現することにより、かんぽ生命をより多くのお客さまから選ばれる魅
力ある会社に成長させていきたいと考えております。

 その他、ワークライフバランス、女性活躍など、多様な人材が活躍できる環境整
備、健康経営にも継続して取り組んでまいります。

 19ページをご覧ください。
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 ここでは、ESGの取り組みについて、ご説明いたします。

 環境面については、当社は国連責任投資原則への署名を通じて、ESG投資

を推進していくとともに、サービスセンター帳票の電子化を通じたペーパーレ
ス化の推進を進めていきます。

 社会面については、引き続き、ラジオ体操の普及推進を図るとともに、健康
増進サービスやかんぽプラチナライフサービスの推進を通じて、日本の社会
的課題である健康寿命の延伸に貢献していきます。

 ガバナンス面については、「コーポレートガバナンスに関する基本方針」に基
づき、PDCAを回しながら、コーポレートガバナンスの高度化に取り組むととも

に、スチュワードシップ・コードに基づいた目的を持った対話を強化していき
ます。

 引き続き、積極的にESGに取り組み、持続的な成長と中長期的な企業価値
の創出を目指してまいります。

 20ページをご覧ください。
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 最後に、将来にわたる成長に向けた新たな事業展開について、ご説明いたします。

 資料の左側をご覧ください。生命保険の商品・サービスに対するお客さまニーズは、
従来の死亡保障から、医療・介護などの生存期間中の保障へ広がり、さらに、今後
は人生100年時代に対応し、日常生活をより豊かに、健康に過ごすための保障や予
防サービスに広がっていくと見込まれています。

 当社としてもこれらの変化を捉え、第三分野など生存保障商品の充実に加え、健康
アプリの提供等による新たな健康増進サービスを第2のラジオ体操事業に育ててい
き、将来的にはそのデータを活用した、お客さまのQOL向上に資する商品・サービス
の展開を検討してまいります。

 資料の右側をご覧ください。海外事業展開については、生保各社が海外市場の取
込みを図るため、積極的に海外保険会社のM&Aを実施している中、当社において

も、将来の規制緩和を見据えて、様々な可能性を踏まえた準備が必要と考えている
ことから、海外事業の調査・研究や人材育成を進めてまいります。

 以上が、当社の中期経営計画の概要でございますが、私自身、先頭に立って、中期
経営計画の達成をリードしてまいりますので、皆さまのご指導・ご支援を心よりお願
い申し上げます。

 私からの説明を終わります。ご清聴いただき、ありがとうございました。
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